
建設産業の再生と発展のための方策2011（概要） 

○過剰供給構造

H23.6.23 国土交通省建設産業戦略会議取りまとめ 

 ○社会保険等の加入状況 
   （公共事業の現場労働者） 
 

  ＜雇用保険、健康保険、厚生年金保険＞

○社会保険の加入状況等     ○過剰供給構造

S55 
年度

H4 
年度

H22 
年度

 ○技術者の数等 ○海外受注の実績 

  
 
 

○経営環境の変化 

 
 
 

イ
ギ
リ

データベー
スに蓄積

約１６０ 
万人 

（技能者

（億円） 

○事業所数の減少率 

H11→H18地方圏   (事務所の従業者数) 

材料費

その他原価 

  ＜雇用保険、健康保険、厚生年金保険＞

    ・土木71%    ・建築64％ 
 
 

建設 
投資
額

50 
兆円 
(100)

84 
兆円 
(141)

41 
兆円 
(66)

  
 
 

 
  
 
 

 
 
 

  
 
 

リ
ス 

スに蓄積 （技能者
等含む） 

韓 データベー 約５５

完
成

労務費 

材料費 

 
 

額 (100) (141) (66)

許可 
業者
数

50 
万社 
(1 0)

53 
万社 
(1 1)

50 
万社 
(1 0)

韓
国 

データベー
スに蓄積 

約５５
万人 

監理技術者 約６７

工
事
原
価  外注費 

売
上
高 

 
 
 ○就労形態等の変化 

＜常雇の割合＞81%（H9）→64 %（H20）

数 (1.0) (1.1) (1.0)

建設業

就業者
数

548 
万人 
(1 0)

619 
万人 
(1 1)

498 
万人 
(0 9)

出所：国土交通省「公共事業労務費調査」（Ｈ22） 

日
本 

監理技術者
資格者証保
有者 
※技術者
（監理技術

約６７
万人 

 
※約１２
０万人 販管費 

経費 

売
上
高 

地域社会の維持課題１ 課題６技能労働者の雇用環境の改善課題２ 課題５技術者の育成と適正配置課題３

＜常雇の割合＞81%（H9）→64 %（H20）
 ＜月給制の割合＞58%（H9）→29 % （H20） 

出所：国土交通省「建設技能労働者の就労状況等に関する調査」（Ｈ20） 

 

数 (1.0) (1.1) (0.9)
者・主任技
術者） 

（推計）
 営業利益 

高

総
利
益  ※建設投資額の欄の（）内は 

  デフレータを加味した数値 

                      出所：財務省「法人企業統計」 

※資本金10億円以上の企業では、総利益率は13%程度から
11%程度に低下、販管費率は8%前後で安定的に推移 

○ 災害対応、除雪、維持管理等

(地域維持事業)を担える企業が不

足

地域社会の維持 課題１ 

過剰供給構造 
の是正 

課題６技能労働者の雇用環境の改善課題２ 

○ 売上高減少に伴う固定費削減方策として、技能

労働者の外部化、賃金の低下等 

○ 若年入職者が減少 技能 技術喪失の危機

海外市場への 
積極的進出 

課題５ 

○ 技術者の不適正配置が工事の品質と施工の安全に影響

技術者の育成と適正配置 課題３

○ 施工管理を適切に行うことができる人材の継続的育成 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

足 

地域維持型の対策１ 

○ 企業数としては

過剰 

○ 震災により一時的

○ 法定福利費を負担しない企業が、人を大切にする施工

力のある企業を駆逐しているおそれ 

○ 若年入職者が減少、技能・技術喪失の危機

○ 海外には膨

大なインフラ

が

○ 業種区分が実態と乖離のおそれ 

○ 技術者の不適正配置が工事の品質と施工の安全に影響 
  
 
 

  
 
 

○ 地域維持事業の担い手確保に資
する新たな契約方式(※)の導入

地域維持型の 
契約方式の導入 

対策
に建設需要が増加

しても、過剰供給

構造そのものは変

わらない
保険未加入企業の排除 

○ 行政 元請 下請による 体的な取組

対策２ 

需要がある一

方、受注額が

伸び悩み 

技術者データベースの整備
と業種区分の点検 

対策３ 

する新たな契約方式(※)の導入 
 
 
 
 

わらな

対策６ 

○ 行政、元請、下請による一体的な取組

 

 対策５ 

○ 技術者ＤＢの整備・活用による技術者の

資質向上と適正配置の徹底 

○ 業種区分の点検と見直し

＜行政＞ 保険加入状況の確認強化、指導 
＜元請＞ 下請指導責任の明確化 
＜下請＞ 保険加入の徹底

※ 包括発注（一括契約、複数年契
約等）や、地域建設企業の共同体
による受注 

 

○ 保険未加入企業の

不良不適格 
業者の排除 

 

公共調達市場と受発注者関係課題４

海外展開支援
策の強化 

○ 業種区分の点検と見直し＜下請＞ 保険加入の徹底 

○低価格入札の発生率 

○ 保険未加入企業の

排除、技術者適正

配置の徹底 (再掲) 

○ 建設企業としての

○ 価格競争が激化し地域建設企業の疲弊と品質への影響 ○ 参加者多数の入札で受発注者の手続負担増 

   公共調達市場と受発注者関係

札契約 改革 推進

○ 契約・リス

ク管理の強化 

○ 情報収集･提

供 人材育成 ○ 建設企業としての

欠格要件の強化 

○ 都道府県との

連携強化○ 地域企業 適切な活用

○ 段階選抜方式の活用推進   

○ 受発注者間 法令遵守ガイドライ 策定

   入札契約制度改革の推進

○ 地方公共団体等におけるダンピング対策の強化 

対策４ 供､人材育成

の強化等 

○ 投資協定の

活用 連携強化

東日本大震災 震災を受けた特別の対応課題７ 対策７

○ 地域企業の適切な活用  ○ 受発注者間の法令遵守ガイドラインの策定  活用 

○ 地域企業と地域外

企業の適切な活用 

○ 事業の早期着手のための随意

契約や指名競争入札の活用等 

東日本大震災 

○ 被災地と原発地域の

企業の支援 

○ 特定の地域又は業種で一時的に

供給不足となる可能性  

震災を受けた特別の対応       課題７ 対策

○ 迅速かつ円滑な

復旧・復興 
○ 建設企業の役割を発揮させる

ための行政による支援等 



地域維持型の契約方式の導入 

現状と課題

○事業環境の悪化に伴い、災害対応、除雪、インフラの維持管理等（「地域維持 
事業」）を担う能力のある地域建設企業が減少

現状と課題 課題を踏まえた対応の方向性  目
指
す 事業」）を担う能力のある地域建設企業が減少。 

 →このままでは地域社会の維持に不可欠な最低限の維持管理等までもが困難 
  となる地域が生じかねない状況。 
○地域の維持管理等が将来にわたって持続的に行われるよう 入札契約制度に

① 地域維持事業※に係る経費の積算において、実態に即した適切な費用計上 
  を行う。                          ※災害対応、除雪、インフラの維持管理 
       

② 地域に不可欠な維持管理を適切に行い得る担い手の確保が困難となるおそ

す
べ
き
姿○地域の維持管理等が将来にわたって持続的に行われるよう、入札契約制度に

 おいても担い手確保に資する工夫が必要。 

担い手企業の小規模化 

② 地域に不可欠な維持管理を適切に行い得る担い手の確保が困難となるおそ
  れがある場合には、施工の効率化と施工体制の安定的確保の観点から、地 
  域の実情を踏まえつつ、契約方式を工夫する。 

 （例えば、一括契約、複数年契約、地域精通度の高い建設企業（地域維持型

姿 

（例 、 括契約、複数年契約、 域精通度 高 建設 業（ 域維持
   の建設共同企業体等）との契約等） 
  

③  契約は、適正な競争のもと、透明性の高い契約手続を通じて行う。 
1200

（人） 

【福島県宮下地区建設業協同組合の例】 
事業所数の減少率（H11→H18地方圏） 

【出所；総務省「事業所・企業統計調査」（H11・H18）】 

中核となる建設企業の大幅減、小規模化・零細化 
（地方圏で顕著） 
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（％） 
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（複数年）
契約 

災
害
対

除雪業務＋除草、維持補修等 

H H H H H H H H H H H H

地域維持事業の低い採算性 

除雪の採算性
他の事業で赤字を補うことも困難に

で
は
な
く
）
地

新
タ
イ
プ

秋田県  富山県  鳥取県  高知県  佐賀県 対
応
空
白

（例２） 
 

＜道路巡回＞

＜道路巡回・河川巡視の 
         一括契約＞ 

4,848 

4,000 

5,000 

6,000 

△８２％

建設企業1あたりの 
売上高の減少 

404百万円／社 
（百万円）  【福島県宮下地区建設業協同組合の例】 

除雪の採算性 
他 事業 赤 を補う 困難

地
域
維

プ
の
建
設

 
 

＜河川巡視＞

白
地
帯
の

＜道路巡回＞
    （個別） 
 

   車両１台 
         ＋ 

運転手１名

括契約
 

      車両１台 
            ＋ 

      運転手１名 
＋

3,188 
3,247 

2,544 

2,459 

1,246 

1,497 

1 048 1 097
1,000 

2,000 

3,000 
△８２％

71.3百万円／社 

維
持
事
業

 

設
共
同

＜河川巡視＞
    （個別） 
 

 車両１台 
        ＋ 

運転手１名

（複数年）
契約 

の
発
生

地域維持事業における都道府県の将来的な懸念 

  運転手１名
         ＋ 

   技術者１名 

           ＋

      技術者２名 
   〔△車両１台、運転手１名〕 富山県建設業協会調べ（平成23年1月） 

1,048 1,097 713
0 

H10 H11  H12  H13  H14  H15  H16  H17 H18 H19

業
の
実
施

同
企
業
体

  運転手１名
        ＋ 

   技術者１名 
防
止 

（例３） 
 

＜Ａ区間の除草＞

＜Ａ区間・Ｂ区間を通じた 
一括契約＞

施
を
目
的

体
（
Ｊ
Ｖ
）

0%  20%  40%  60%  80%  100% 

除雪 

災害対応 

現時点で支障あり 

現時点で支障ないが将来的に懸念 

将来的にも懸念なし 
 

＜Ｂ区間の除草＞

出所：国土交通省「建設企業の災害対応、除雪、インフラの維持管理等に関するアンケート」（平成２３年１月）及び北陸地方整備局調べ 

 （除雪） 【北陸４県・市町村】 （H１９）１１９件，（H２０）１８３件，（H２１）１８６件 不調・不落の増加 

＜Ａ区間の除草＞
   （個別） 
 

  除草車１台 

    ＋

         括契約＞ 
 

除草車１台 
＋ 

作業員１名 

的
と
し
た

 

インフラの維持管理  不明 
＜Ｂ区間の除草＞

（個別） 
 

除草車１台 
＋ 

（複数年）
契約 

             ～東日本大震災における事例～ 
 

○すぐ確実に現場に到達して活動 ○地域の事情に精通し的確に対応  ○被災者雇用の維持 

地域建設企業の特長     作業員１名  △除草車１台、作業員１名 
  ただし、作業時間は延長 

た 作業員１名 



保険未加入企業の排除 

目指すべき姿 現状と課題 行政、元請企業、下請企業が 
一体となった取組 

○建設産業の持続的な発展
 ○建設投資の減少の中、技能労働者の処遇低下、若年入職者の減少

１ 行政による指導監督方策
 
①許可更新時の加入 
 状況確認 

○建設産業の持続的な発展
に必要な人材の確保 

○企業間の健全な競争環境
構築

 ○適正に保険加入し、人材育成を行う企業ほど競争上不利 
１．行政による指導監督方策

経営、就労状況の変化 
 

②公共工事参加者の 
   加入状況確認 

社会保険担当部局との 

連携による加入徹底 

の構築 
 
  
 
 
 
 

 
 
 

10%2%  8%
3% 

〔平成９年度〕 

就労形態  給与支払形態 経営状況 

4.0  

4.5  

18 0

19.0  
(%)  (%) 

売
上

売
上

スケジュール 

③建設業担当部局 
 による立入検査 

 
 
 

 
 
  81% 

3% 
4% 

10% 

常雇 
58% 31% 

8% 
月給制 日給月給制 

2 5

3.0  

3.5  

16.0

17.0  

18.0  高
総
利
益
率

上
高
営
業
利
益

 
  ○周知・啓発期間：１年程度 

○排除方策の進め方 

○元請企業による下請指導

２．元請企業における徹底方策 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

日雇

臨時雇 

自営業主・一人親方 

その他・不明 

10%

日給制・出来高制 

その他 

4%
〔平成２０年度〕 1.5  

2.0  

2.5  

14.0  

15.0  

16.0  率
・
販
管
費
率

益
率 

・大規模工事から順次拡大  

・５年目途で目指すべき姿に 

 

○元請企業による下請指導
 ←行政によるチェック 
 ○元請企業による下請指導責任の明確化 

○下請企業の保険加入状況のチェック、指導  

社会保険等の加入状況 

企業単位

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 64%5%

4% 

17% 
10% 

常雇 
29% 

58%

9% 4% 

日給月給制 0.0  

0.5  

1.0  

12.0  

13.0  

H2 H4 H6 H8 H10H12H14H16H18H20

売上高総利益率 

売上高販管費率 

売上高営業利益率 

(年度)

率 
月給制 

  ○下請企業の保険加入状況のチ ック、指導
  ※施工体制台帳、建設現場の作業員名簿等を活用  

 
○加入義務のある許可業
者について社会保険等の加入状況

企業単位

 

 
 
 
 

 
                                                                                           

 

 
 
 

出所：国土交通省「建設技能労働者の就労状況等に関する調査」                                                                                                    

 

64% 5% 58% H2  H4  H6  H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20  (年度) 
                      出所：財務省「法人企業統計」 

※資本金10億円以上の企業では、総利益率は13%程度から
11%程度に低下、販管費率は8%前後で安定的に推移 

 
  
 
○元請企業（公共事業） 

  
○建設業全体 

者について
   
 

    １００％ 

社会保険等の加入状況 

○下請企業による保険加入の徹底 
○下請企業 再下請企業の保険加入の徹底

３．下請企業における徹底方策 

約１割が 約４割が

企業単位  労働者単位 

 
 
 

 ・雇 用 保 険 ：61.0% 
 ・厚生年金保険 ：61.9% 
※雇用者数（雇用保険は役員を除く）に占める被保険者

数の割合
 

加入

なし 

適用

除外 

11%

○下請企業、再下請企業の保険加入の徹底 
 ○労働者単位の加入状況の効率的なチェック 
 ・建設業者団体による労働者の加入状況の 

チェック等

約１割が 
未加入 

約 割
未加入 

労働者単位 

＜雇用保険＞ 

 
 
 
 

数の割合 
出所：総務省「労働力調査」、厚生労働省「雇用保険事業報」、
「厚生年金保険業態別規模別適用状況調」（Ｈ21） 

 

○公共事業の現場労働者 
＜雇用保険 健康保険 厚生年金保険＞

 
○製造業相当の加入状況
を目指す 

 

加入

あり 
83% 

6% 
11%  チェック等

 
             
 
 
 
 

＜雇用保険・健康保険・厚生年金保険＞

   ・土木71%  ・建築64％ 
 
 

 

(参考） 
 製造業の加入状況 

雇用保険 ９２ ６％適用

下請企業の加
入割合が低い 

 ＜健康保険・厚生年金保険＞  派生する課題への対応 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

・雇用保険       ９２．６％
・厚生年金保険 ８７．１％ 
 
 

※雇用者数（雇用保険は役員を除

 ○法定福利費が適切に流れる取組 
 ・見積・契約額における労務費・法定福利費計上を 加入

加入

なし 
10% 

適用

除外 
9% 

 
 
  
 
 

 
 
 
 
 

 

※雇用者数（雇用保険は役員を除
く）に占める被保険者数の割合 

 
 

出所：総務省「労働力調査」、厚生労働省
「雇用保険事業年報」 「厚生年金保険

  周知徹底等 
  
 ○一人親方が増加しないようにする取組 
・請負及び雇用に関するルール（偽装請負の禁止

あり 
81% 

 

 
       出所：「経営事項審査」（Ｈ22） 

※下請企業は不明 

 

  
 

出所：国土交通省「公共事業労務費調査」（Ｈ22） 

「雇用保険事業年報」、 「厚生年金保険
業態別規模別適用状況調」（H21） 

請負及び雇用に関するル ル（偽装請負の禁止
等）の周知徹底等 



技術者データベースの整備と業種区分の点検 
踏 向

◎技術者に関するデータベースの整備 

現状と課題 

○ 建設業の新規入職者数は減少しており、担い手となる技術者の世代交代の中 
で 優秀な技術者の確保 育成は喫緊の課題

目指すべき姿課題を踏まえた対応の方向性 

○○ 技術者の資質技術者の資質

 で、優秀な技術者の確保、育成は喫緊の課題 
 

○ 工事の品質確保のためには、技術者の適正配置が重要であるが、技術者に 
 かかる監督処分は後を絶たない状況。 特に民間工事においては十分な確認が 

行われていない状況。 適正な施工や安全、環境に支障をきたすおそれ
住基ネット 

指定試験機関 
（資格情報） 

講習等 
実施機関 

建設会社が提出する 
工事経歴書など 

○○ 技術者の資質技術者の資質

  ・技術力向上の・技術力向上の  

インセンティブのインセンティブの

 行われていない状況。 適正な施工や安全、環境に支障をきたすおそれ 

発

技術者データベース 
学歴別建設業新規入職者数 監理技術者の年齢構成 

  付与付与  

  

発
注
者
等 

本人性情報 

所属建設企業情報 

資格情報 各種学習等履歴 

現場配置情報 

ア
ク
セ
ス 

更新のための項目
△27％ 50歳以上が5割超 

○○  優秀な技術者優秀な技術者  

  の確保・育成の確保・育成  
○技術者の適正配置の確認に不可欠な情報は厳正に審査し

更新のための項目

登録（本人性、所属企業、資格、更新のための項目） 
○その他有効な情報（ＣＰＤ等）はそれぞれ課題を踏まえた
検討を実施 

登録データ確認 
経歴証明等 

技術者等の情報の管理について 
高卒理工系△45％ 

技術者の監督処分件数 

データベースによる技術者適正配置の推進 

計399件 
（5年間） 

○○ 適切な確認適切な確認

  方法の導入に方法の導入に  

よる適正配置よる適正配置

専任が必要な 
工事（イメージ） 監理技術者 主任技術者 

よる適正配置よる適正配置

  の確保の確保    
業種区分の点検の必要性 

現在システム上で 
「専任制」の確認が 

可能な工事

公共 
工事

（H18～H22年度の件数） 

工事実績情
報システム可能な工事工事

民間 
工事

業種 許 業者数 推移

○現在の業種区分は２８。 昭和46年に、施工技術の相違や取引慣行、業界の
実態等より設定 
○40年が経過する中で、実態と乖離しているおそれ 

報システム 
対象工事 

監理技術者情報のデータベース化 

工事

対象を主任技術者まで拡充 
（段階的な拡充が有効）

業種別許可業者数の推移  

 
 

 

○○  時代のニーズ時代のニーズ  

や経営環境のや経営環境の

     
民間工事についても、システム上で、専任の確認が可能。 

（段階的な拡充が有効） 
 

 

  変化に対応した変化に対応した  

  技術者制度の技術者制度の  
業種区分の点検の視点を整理し点検を行い、必要な見直しを検討 

◎業種区分の点検 

  適切な運用適切な運用  （建設業界の意見も聴取し、総合的な観点で検討） 



公共調達市場と受発注者関係 

現状と課題 
課題を踏まえた 
対応の方向性 

目指すべき姿 

 
・調査基準価格を、国の調査 

ダ
ン
ピ

 

予定価格の事前公表 
（都道府県の３６団体） 

25.3 
20

30 

低価格入札の発生率 
（％） 

都道府県発注工事  調査基準価格を、国の調査
 実績に基づく水準に見直し 
 

定価格等 事前 表

ピ
ン
グ
対

くじ引き落札の多発 

事前公表
＞

工事の品質確保
 
下請へのしわ寄せ

入札行動のゆがみ 

最低制限価格 分
布

0 

10 

20 

17年度  18年度  19年度  20年度  21年度 

国土交通省直轄工事 

事後公表
・予定価格等の事前公表の 
 取りやめ 

対
策
の
強

 事前公表   
 １３．５％  

２ ４倍

＞  下請へのしわ寄せ
防止 等 

応札者の
約６割が 

集中 

布

低入札価格調査基準価格 
（国並み水準以上に設定している自治体の割合） 

都道府県

 事後公表  
  ５．７％     

 

強
化 

２．４倍 
 

 
【横浜市データ】 

０  予定 
価格 ±1% 

37.4 
0  20  40  60  80  100 

（％） 

都道府県 
指定都市 
市区町村 

各地方公共団体による運用

地
域
企

都道府県のうち 
６団体で地域企業の 

的確・整合的 
な運用確保 

［地域要件］ 
地域企業の活用により
円滑・効率的な施工が 各地方公共団体 よる運用

方針の策定を促進 業
の
適
切

活用方針がない  に課題 地域企業の適切な
活用による適正な
施工の確保［地元企業活用型の総合評価］

期待できる工事 

地元の下請や資材会社を活用
する元請を入札時に加点評価

切
な
活
用

下請として地元企業を活用することが 
有用な場合がある。 

施工の確保［地元企業活用型の総合評価］ 
大規模工事や高度な 
技術力が必要な工事 

する元請を入札時に加点評価 用 

平均入札参加者数  総合評価の技術提案・審査に多くの 段階選抜のイメージ 

段
階

（
広

く

競

応募者 （国土交通省直轄のWTO対象工事） コストを要している（H21） 

営業利益率20 
18 4

 （者/件） 

階
選
抜
方

落札 
競

争

参

加

者

予定価格の 
７．１％分の 
  コスト 

営業利益率
（平均）  
０．６％  受発注者の手続

コストの縮減 10 

15 

6 4

18.4 

１者 

簡易な 
技術審査 

総合評価 
（価格・詳細な 

技術審査） 

方
式  予定価格の7.1%が受発注者全体の

コストとなっている。 
建 業 営業 益率

者

を

募

集 平均 
18 4者/件

0 

5 

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

6.4 
５者程度 

・下請代金に関し、下請負人へのしわ寄せが多発  下請企業の見積を踏まえた入札方式 

建設企業の営業利益率は0.6%。 ） 

18.4者/件

そ

17年度  18年度  19年度  20年度  21年度 

下請代金 関し、下請負人 のしわ寄 多発
 

・請負契約の片務性の問題は、建設業の健全な発達と適正な施工を妨げるおそれ 

下請企業の見積を踏まえた入札方式
 

受発注者間の法令遵守ガイドラインの策定 
の
他 



海外建設市場への積極的進出

１ 必要性 ３ 当面の施策の方向性 目指す

１．契約・リスク管理の強化 
アジアにおけるインフラ需要 
2010～20年で約8兆ドル超 

世界の建設投資の現況 
（単位：億米ドル） 

１．必要性  ３．当面の施策の方向性

各
 

 

目指す
べき姿 

 

 
 （単

位
：十

  日本 アジア太平洋 中東・北アフリカ
（MENA） 

GDP 54,381.3 102,551.0 17,300.0 

日本を100とした場合の割合 100 189 32

・契約・リスク管理の重要性についての意識改革の推進 
・国内における国際的な発注・契約方式を取り入れた公共工事の実施の検
討、試行

各
企
業
、

 
 

 
 

 
 

十
億
ド
ル
） 

日本を100とした場合の割合 100 189 32 

建設投資 4,454.3 25,898.0 1,087.0 

日本を100とした場合の割合 100 581  24  

建設投資の対GDP比 8 2% 25 3% 6 3%

討、試行
・海外建設ホットラインの拡充 
・貿易保険の活用 

業
界
団

 
 

 

出所：ADB, ADBI  “Infrastructure for a Seamless Asia”（2009）  出所：財団法人建設経済研究所「建設経済レポート・2011年4月版」 

建設投資の対GDP比 8.2% 25.3% 6.3%

日本は2010年度、アジア太平洋、MENAは2009年。 
２．情報収集・提供の強化 
 

団
体
、
政

中
小
建

新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）、国土交通省成長戦略（平成22年5月17日国土交通省成
長戦略会議報告）においても、海外展開を推進することとしている。 

 
 
 

・主要国の建設環境情報やトラブル情報等を収集・提供する仕組みの構築 
・ＪＥＴＲＯとの連携強化 
・中小企業向け相談窓口を設置するとともに、必要に応じ、専門アドバイザー

ジ状

政
府
が

建
設
企

との相談をアレンジ

我が国建設業の海外受注実績の推移 
（億円） 

ジ 貨

過去最高額 
１兆６，８１３億円 

（2 007年度）

２．現状  が
一
体
と

業
等
を

３．人材育成の強化 
 
  ・業界における人材育成体制の構築 

研修プログラムの作成 公開講座に対する支援12000

14000 

16000 

18000 

初の１兆円突破 
（1983年度） 

アジア通貨危機 
（1997年度） 

（2,007年度） 

9 072億円

と
な
っ
て

を
含
め
た

 
・研修プログラムの作成、公開講座に対する支援 
・我が国への留学生、外国人研修生等に関する海外建設人材情報データ
ベースの構築支援 

・日本型の建設マネジメントについて経験等を有する現地人材の育成 
6000 

8000 

10000 

12000  9,072億円
（2010年度）  て

、 

た
我
が日本型の建設 ネジメントに いて経験等を有する現地人材の育成

４ 事業初期段階からの戦略的支援・海外進出意欲の醸成
出所：海外建設協会資料 （年度） 

0 

2000 

4000 

1970  1973  1976  1979  1982  1985  1988  1991 1994  1997  2000  2003  2006  2009 

6,969億円 
（2009年度） 

が
国
建
設

○韓国等諸外国では政府が手厚い支援策を講じている例もあり、競争が激化 
４．事業初期段階からの戦略的支援・海外進出意欲の醸成 
 
  ・トップセールスの展開 
・建設企業等による案件形成支援 
建設交流会議（ＰＲセミナ ）の開催 国際見本市 の参画等土木・建築工事の海外受注高比較

設
産
業

・建設交流会議（ＰＲセミナー）の開催、国際見本市への参画等 
・融資（ＪＢＩＣ、政投銀等）の活用促進 
・海外現地法人の海外建設工事の完成工事高等を経営事項審査の評価の
対象とする方向で検討

土木・建築工事の海外受注高比較
（億円） 【韓国の支援策の例】 

 
「海外建設総合情報サービス網」により発
注情報 建設環境情報等を提供（155ヶ 20000

25000 

日本  韓国 

業
の
海
外対象とする方向で検討

５．国際建設市場の環境整備

注情報、建設環境情報等を提供（155ヶ
国） 
 
「海外建設教育訓練プログラム」の実施、 10000 

15000 

外
展
開５．国際建設市場の環境整備

 
  ・途上国等にみられる外国業者に対する外資制限の緩和等、非関税障壁の

撤廃交渉（ＷＴＯ、二国間） 
投資協定（ＢＩＴ） 経済連携協定（ＥＰＡ）の活用

教育・セミナーの実施（年1,400人） 
 

「中小企業受注支援センター」における専
門家による業務支援相談の実施

0 

5000 

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

開
を
推
進・投資協定（ＢＩＴ）、経済連携協定（ＥＰＡ）の活用 

（年度） 

出所： (社)海外建設協会、韓国国土海洋部 

門家による業務支援相談の実施  2001  2002  2003  2004  2005  2006  2007 2008 2009 2010 進 


